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公益目的支出計画実施報告書等の提出について

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第127条第3項の規定により、

まで）の別紙のとおり 年度（ から

公益目的支出計画実施報告書等を提出いたします。

平成30年6月20日

2017 平成29年4月1日 平成30年3月31日

内閣総理大臣

殿安倍 晋三

法人の名称
一般社団法人情報処理学会

代表者の氏名 西尾 章治郎

（提出予定日）
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１．公益目的財産額 円966,141,129

２．当該事業年度の公益目的収支差額 （（１）＋（２）−（３）） 円787,814,140

（１）前事業年度末日の公益目的収支差額 円700,171,033

（２）当該事業年度の公益目的支出の額 円559,364,650

（３）当該事業年度の実施事業収入の額 円471,721,543

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額 円178,326,989

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由 注

2017年度、当初計画の完了予定年月日までに計画を完了することは不可能であると判断し、完了予定年月日の変更認
可を2017年8月1日に申請、2017年12月5日に認可された（当初完了予定年月日：平成30年3月31日⇒変更認可後完了
予定年月日：平成32年3月31日）。これに伴い当該事業年度より計画値および実績値は、変更認可後の計画をベースに
値を変更している。
変更認可初年度となる本年度に関しては、収入は諸事業収入の増加により約240万円増、支出は経費削減などにより約
600万円減となり、公益目的収支差額の単年度消化は計画に対して約840万円減となった。
公益目的財産残額は約17,800万円で、現時点では公益目的支出計画の実施期間への影響はないものと考える。

公益目的支出計画の
完了予定事業年度の末日

（１）計画上の完了見込み 平成32年3月31日

（２）（１）より早まる見込みの場合

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

公益目的財産額 円
966,141,129

円
966,141,129

円
966,141,129

円
966,141,129

円
966,141,129

公益目的収支差額 円
1,116,437,000

円
700,171,033

円
796,188,033

円
787,814,140

円
892,205,033

公益目的支出の額 円
675,226,000

円
549,436,387

円
565,332,000

円
559,364,650

円
565,332,000

実施事業収入の額 円
515,735,000

円
457,164,986

円
469,315,000

円
471,721,543

円
469,315,000

公益目的財産残額 円
-150,295,871

円
265,970,096

円
169,953,096

円
178,326,989

円
73,936,096

【別紙２：公益目的支出計画実施報告書】

２．公益目的支出計画実施報告書

【 年度（ か
ら

まで）の概要】

注：詳細は、別紙様式に個別の実施事業等ごとに記載してください。

【公益目的支出計画の状況】

注：前事業年度及び当該事業年度の計画及び実績の額、翌事業年度の計画の額を記載してください。

2017 2017/4/1 2018/3/31
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事業番号 事業の内容

継1
研究分野毎の研究発表会および各種シンポジウムの開催による情報処理の学術・技術の普及・振興（調査研究活動）

事業の概要

■研究会（研究発表会）
38研究会（延登録者11,184名）が、期間中に、研究発表会を全155回開催した。
総発表件数：3,246件、延聴講参加者：6,543名。

※以下、研究会名：登録者数
・データベースシステム（DBS）：475名
・ソフトウェア工学（SE）：521名
・計算機アーキテクチャ（ARC）：379名
・システムソフトウェアとオペレーティング・システム（OS）：312名
・システムとLSIの設計技術（SLDM）：259名
・ハイパフォーマンスコンピューティング（HPC）：548名
・プログラミング（PRO）：359名
・アルゴリズム（AL）：204名
・数理モデル化と問題解決（MPS）：305名
・組込みシステム（EMB）：268名
・マルチメディア通信と分散処理（DPS）：371名
・ヒューマンコンピュータインタラクション（HCI）：512名
・グラフィクスとCAD（CG）：279名
・情報システムと社会環境（IS）：185名
・情報基礎とアクセス技術（IFAT）：182名
・オーディオビジュアル複合情報処理（AVM）：79名
・グループウェアとネットワークサービス（GN）：256名
・デジタルドキュメント（DD）：100名
・モバイルコンピューティングとユビキタス通信（MBL）：350名
・コンピュータセキュリティ（CSEC）：521名
・高度交通システムとスマートコミュニティ（ITS）：164名
・ユビキタスコンピューティング（UBI）：284名
・インターネットと運用技術（IOT）：409名
・セキュリティ心理学とトラスト（SPT）：96名
・コンシューマ・デバイス＆システム（CDS）：173名
・デジタルコンテンツクリエーション（DCC）：100名
・自然言語処理（NL）：474名
・知能システム（ICS）：225名
・コンピュータビジョンとイメージメディア（CVIM）：576名
・コンピュータと教育（CE）：524名
・人文科学とコンピュータ（CH）：222名
・音楽情報科学（MUS）：373名
・音声言語情報処理（SLP）：223名
・電子化知的財産・社会基盤（EIP）：119名
・ゲーム情報学（GI）：253名
・エンタテインメントコンピューティング（EC）：207名
・バイオ情報学（BIO）：123名
・教育学習支援情報システム（CLE）：174名

■シンポジウム
期間中に、各研究会が中心となり、シンポジウム全22件を開催した。

※以下、シンポジウム名：発表件数、参加者数
マルチメディア，分散，協調とモバイル（DICOMO2014）シンポジウム：295件、408名
iDBフォーラム2014：23件、63名
情報教育シンポジウム2014（SSS2014）：42件、86名
DAシンポジウム2014：59件、117名
ソフトウェアエンジニアリングシンポジウム2014（SES2014）：53件、137名
エンタテインメントコンピューティング
シンポジウム （EC2014）：64件、226名
組込みシステムシンポジウム2014（ESS2014）：38件、186名
コンピュータセキュリティシンポジウム（CSS2014）：179件、480名
SOUPS2014論文読破会：17件、23名
ゲームプログラミングワークショップ2014（GPW2014）：35件、89名
Webとデータベースに関するフォーラム
（WebDB Forum 2014）：39件、283名
コンピュータシステム・シンポジウム（ComSys2014）：22件、52名
グループウェアとネットワークサービス
ワークショップ2014：22件、43名
インターネットと運用技術シンポジウム
（IOTS2014)：16件、83名
マルチメディア通信と分散処理ワークショップ（DPSWS2014）：47件、90名
人文科学とコンピュータシンポジウム
（じんもんこん2014）：34件、115名
情報アクセスシンポジウム（IAS）2014：5件、30名
災害コミュニケーションシンポジウム：6件、44名
ウインターワークショップ2015・イン・大洗：45件、69名
Annual Meeting on Advanced Computing System and Infrastructure（ACSI2015）：48件、115名
高度交通システム2015シンポジウム：6件、71名
インタラクション2015：238件、755名

▼表彰
各賞の受賞数は次の通りであった。
・山下記念研究賞： 52名
・長尾真記念特別賞： 3名
・喜安記念業績賞： 4件
・若手奨励賞： 12件

▼その他
事業の一部は、地方公共団体、民間コンベンション団体等からの補助金・助成金により行われた。

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円145,528,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円143,809,000

事業の実施状況について

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項

（２）当該事業年度の実施状況
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■研究会（研究発表会）
40研究会（延登録者10,973名）が、期間中に、研究発表会を全156回開催した。
総発表件数：3,473件、延聴講参加者：8,407名。

※以下、研究会名：登録者数
・データベースシステム（DBS）：458名
・ソフトウェア工学（SE）：487名
・システム・アーキテクチャ（ARC）：306名
・システムソフトウェアとオペレーティング・システム（OS）：265名
・システムとLSIの設計技術（SLDM）：240名
・ハイパフォーマンスコンピューティング（HPC）：518名
・プログラミング（PRO）：321名
・アルゴリズム（AL）：206名
・数理モデル化と問題解決（MPS）：285名
・組込みシステム（EMB）：262名
・マルチメディア通信と分散処理（DPS）：358名
・ヒューマンコンピュータインタラクション（HCI）：510名
・コンピュータグラフィックスとビジュアル情報学（CG）：282名
・情報システムと社会環境（IS）：197名
・情報基礎とアクセス技術（IFAT）：148名
・オーディオビジュアル複合情報処理（AVM）：67名
・グループウェアとネットワークサービス（GN）：247名
・ドキュメントコミュニケーション（DC）：80名
・モバイルコンピューティングとパーベイシブシステム（MBL）：289名
・コンピュータセキュリティ（CSEC）：583名
・高度交通システムとスマートコミュニティ（ITS）：164名
・ユビキタスコンピューティング（UBI）：274名
・インターネットと運用技術（IOT）：421名
・セキュリティ心理学とトラスト（SPT）：96名
・コンシューマ・デバイス＆システム（CDS）：201名
・デジタルコンテンツクリエーション（DCC）：97名
・高齢社会デザイン（ASD）：102名
・自然言語処理（NL）：478名
・知能システム（ICS）：235名
・コンピュータビジョンとイメージメディア（CVIM）：587名
・コンピュータと教育（CE）：542名
・人文科学とコンピュータ（CH）：214名
・音楽情報科学（MUS）：330名
・音声言語情報処理（SLP）：215名
・電子化知的財産・社会基盤（EIP）：108名
・ゲーム情報学（GI）：228名
・エンタテインメントコンピューティング（EC）：194名
・バイオ情報学（BIO）：118名
・教育学習支援情報システム（CLE）：200名
・アクセシビリティ（ACC）：60名

■シンポジウム
期間中に、各研究会が中心となり、シンポジウム全24件を開催した。
※以下、シンポジウム名：発表件数、参加者数
・The 1st. cross-disciplinary Workshop on Computing Systems, Infrastructures, and Programming（xSIG 2017）：48件、154名
・ハイパフォーマンスコンピューティングと計算科学シンポジウム（HPCS2017）：20件、106名
・マルチメディア，分散，協調とモバイル（DICOMO2017）シンポジウム：272件、419名
・第20回画像の認識・理解シンポジウム（MIRU2017）：254件、663名
・情報教育シンポジウム2017（SSS2017）：47件、108名
・組込みシステムシンポジウム2017（ESS2017）：41件、92名
・ソフトウェアエンジニアリングシンポジウム2017（SES2017）：57名、162件
・DAシンポジウム2017：45名、110名
・エンタテインメントコンピューティングシンポジウム （EC2017）：100名、274件
・Webとデータベースに関するフォーラム（WebDB Forum 2017）：149件、273名
・マルチメディア通信と分散処理ワークショップ（DPSWS2017）：42件、73件
・コンピュータセキュリティシンポジウム（CSS2017）：221件、733名
・SOUPS2017論文読破会：17件、34名
・ゲームプログラミングワークショップ2017（GPW2017）：41件、97名
・グループウェアとネットワークサービスワークショップ2017：16件、33名
・コンピュータシステム・シンポジウム（ComSys2017）：31件、58名
・インターネットと運用技術シンポジウム（IOTS2017)：17件、76名
・組込みシステムワークショップ2017（ESW2017）：9件、23名
・人文科学とコンピュータシンポジウム（じんもんこん2017）：39件、119名
・高度交通システム研究フォーラム2017：24件、81名
・災害コミュニケーションシンポジウム：13件、16名
・ウインターワークショップ2018・イン・宮島：50件、75名
・Game AI Tournament 2018（GAT2018）：4件、51名
・インタラクション2018：255件、715名

▼表彰
各賞の受賞数は次の通りであった。
・山下記念研究賞：51名
・マイクロソフト情報学研究賞（長尾真記念特別賞後継賞）：2名
・業績賞：3件
・若手奨励賞：13件

▼その他
事業の一部は、地方公共団体、民間コンベンション団体等からの補助金・助成金により行われた。

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円152,378,101

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円151,878,410

（３）（（１）−（２））の額 円499,691

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円152,378,101

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円151,878,410

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主にシンポジウム参加者数の増加による参加費収入増や広告収入増などから800万円ほどの増となった。支出
は主に会議費、委託費などの経費増により680万円ほどの増となり、120万円程度の支出計画未達となった。

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。
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番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 1
什器備品（本部：パソコン）

円 円 円0 円1
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 2
什器備品（本部：サーバ、プリ
ンタ等機器） 円 円9,224,954 円2,060,836 円2,359,546

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 3
什器備品（本部：電話設備
等） 円 円 円0 円1

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 4
什器備品（本部：書庫、机等）

円 円 円24 円24
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 5
ソフトウェア（本部）

円 円8,509,600 円1,393,924 円2,283,953
計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。
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事業番号 事業の内容

継1
研究分野毎の研究発表会および各種シンポジウムの開催による情報処理の学術・技術の普及・振興
（調査研究活動）

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

特定資産運用益
特定資産受取利息 20,188円 20,188円

表彰および調査研究活動に使用する積立資産の受取
利息であり、実施事業収入とする。

事業収益
広告収益 12,143,600円 12,143,600円

シンポジウムの予稿集・ポスター等の広告料収入であ
り、実施事業収入とする。

事業収益
参加費収益 103,424,890円 103,424,890円

研究発表会およびシンポジウムの参加収入であり、実
施事業収入とする。

事業収益
研究会登録費収益 31,121,480円 31,121,480円

研究会の登録収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
国際会議収益 1,085,248円 1,085,248円

研究会レベルで共催する国際会議収支差額の受入で
あり、実施事業収入とする。

事業収益
抄録料,著作権使用料

等収益
128,304円 128,304円

研究報告の掲載料収入であり、実施事業収入とする。

受取補助金等
受取民間助成金 1,454,400円 1,454,400円

シンポジウムおよび研究発表会開催への民間助成金
収入であり、実施事業収入とする。

受取寄付金等
受取寄付金 2,500,000円 2,500,000円

マイクロソフト情報学研究賞への民間受取寄付金収入
であり、実施事業収入とする。

雑収益
受取利息 300円 300円

調査研究に関する利息収入等であり、実施事業収入
とする。

計 151,878,410円 151,878,410円

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
費用の額

（２）公益目的支出
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
152,378,101円 152,378,101円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 152,378,101円 152,378,101円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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事業番号 事業の内容

継2
情報分野の人材育成による情報処理の学術・技術の普及・振興（人材育成（教育活動））

事業の概要

情報処理の学術・技術面の普及を図るため、学会が有する専門的知見を活用し、情報分野の人材育成に協力しています。

■情報処理教育に関する大学学部レベルのカリキュラムの策定
平成9年度には「コンピュータサイエンス教育カリキュラムJ97」を策定し、19年度末にはその後継である「情報専門学科におけるカリキュラ
ム標準J07」の骨子を策定（※注）し、20年度はその普及に努めるなど、情報処理に関する教育カリキュラムの調査研究を行っています。

※注）：19年度の本カリキュラムの調査研究は文部科学省からの次の委託により行われています。
名称：先導的大学改革推進委託事業「学部段階における情報専門教育カリキュラムの策定に関する調査研究」
交付者：文部科学省
委託金額：12,096千円

■アクレディテーション（技術者教育プログラムの認定）
大学などの高等教育機関で実施されている技術者教育プログラムが、社会の要求水準を満たしているかどうかを評価し認定する機関で
あるJABEE（日本技術者教育認定機構）に協力して、情報および情報関連分野のアクレディテーションを行っています。

※補足1
大学等のプログラムの認定審査はJABEEからの委託により行われています（以下、19年度実績）。
名称：技術者教育プログラム認定審査業務委託
交付者：日本技術者教育認定機構（JABEE）
委託金額：5,460千円

※補足2
JABEEは、米国ABET（Accreditation Board for Engineering and Technology：技術者認定委員会）とCSAB
（Computer Science Accreditation Board ：コンピュータ科学認定委員会）に本会が調査団を派遣し、技術者教育認定の重要性と技術者
の国際的同等性を日本国内で説いたこともあって、工学系学協会の協力により1999年に設立されたものです。

■関連するシンポジウムや講習会の開催
大学・大学院等のカリキュラム普及のためのシンポジウムや、アクレディテーション審査員養成のための講習会などを開催しています。主
な参加者は、短大・高専以上の情報処理専門教育に携わる情報処理教育関係者です。

■教育優秀賞・教材賞
人材育成活動の一環として、短大・高専以上の情報処理専門教育に関して、優れた教育の実践・優れた教材の開発を行った専門家を顕
彰する賞を設けています。
対象：正会員、件数：年5名以内、内容：賞状、賞金3万円／名
※補足：短大・高専以上の情報処理専門教育に関して、一定レベルの専門性を有する方々を対象とするため本会会員を対象としていま
すが、被推薦者が非会員である場合は、本会の専門性が一層向上するよう、そのような優秀な方には是非入会して本会活動に参加いた
だくようお願いしています。

■ITプロフェッショナルのための資格制度の検討
我が国が目指す高度IT人材の育成のために、客観的な人材評価メカニズムにより構築された資格制度の実施を予定し、現在、その体制
等を検討しています。

■主な財源
・カリキュラム関係は委託を得られればそれを充当し、得られない場合は学会負担で行っています。
・アクレディテーションはJABEEからの委託により行っています。
・シンポジウムや講習会は、参加費によります。
・資格制度については、実施できる段階に移行した場合は、審査料収入も財源となる予定です。

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円29,244,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円24,786,000

事業の実施状況について

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項

（２）当該事業年度の実施状況
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■情報教育カリキュラムの策定・普及
・J17の中核となるJ17-CS, J17-IS, J17-CE, J17-SE, J17-ITの情報専門学科用カリキュラム標準を策定して公表した。併せて，一般情報
教育用カリキュラム標準J17-GEも策定し公表した。なお，この10年の間に情報分野で特に注目を集めてきているサイバーセキリティと
データサイエンスに関して，その知識項目・スキル項目を抽出して，一般教育／専門基礎／専門に分類した側面別カリキュラム標準も用
意した。そして，各カリキュラム標準は，この側面別カリキュラム標準の項目への参照を付して，相互にカバーするものの比較ができるよ
うに作られている。
・全国大会イベント(2018/3/13)などを通じて，J17カリキュラムの普及を行った。
・国の情報教育の方向および内容に関して，他学協会とも連携して意見書や試作学習指導要領の作成公表などの提言を行った。高専プ
ロコン交流育成協会（NAPROCK）との連携により，高専プロコン連携シンポジウムの実施を行った。また，初中等教育現場の情報分野の
教員の養成支援，教材開発や出張授業などを通じて，教育現場支援をさらに推進した。文科省からの「講師紹介窓口」としての紹介・受
付開始・対応ガイドラインの策定をした。

■アクレディテーション（技術者教育プログラムの認定）
JABEE（日本技術者教育認定機構）に協力して、情報および情報関連分野のアクレディテーションを行った。
※大学等のプログラムの認定審査はJABEEからの委託による。
名称：技術者教育プログラム認定審査業務委託
交付者：一般社団法人 日本技術者教育認定機構（JABEE）
委託金額：3,402千円

■関連するシンポジウムの開催
期間中に、次のシンポジウムを開催した。 ※以下、シンポジウム名：発表件数、参加者数
・高校教科「情報」シンポジウム2017秋
－ジョーシン2017－：7件、78名

■教育優秀賞・教材賞
各賞の受賞数は次の通りであった。
・優秀教育賞：1名

■高度IT人材資格「認定情報技術者(CITP)」
認定情報技術者（CITP）を国際的に通用する資格とするために，IFIP IP3の審査を受け認定（認定日：2018年2月26日）された。個人認証
においては，資格の更新審査を開始し，2013年度に認定したCITPのうち，8名の資格を更新した。なお，他に7名が企業認定の枠組みに
移って資格更新した。本年度の新たな登録者は768名，年度末時点の累計で認定した企業は8社，認定したCITPは7,405名となった。ま
た，CITPホルダーにより第17～20回のCITPコミュニティ本会議が開催され，10月には，本会東北支部の協賛を得て石巻シンポジウムを
開催し，AIを活用した社会価値の創造事例の講演やシビックテック・ワークショップなどを行った。

■教員免許更新講習
2014年度より実施したている高校の教科「情報」に関する教員免許更新講習を引き続き実施した。東京地区（東京大学）と関西地区（大
阪電気通信大学）で開催した。本会が講習を実施することは，「情報」に特化した更新講習を実現し，高校の情報科教員の知識の更新
（アップデート）に役立つものであった。

■受託事業
・文科省の委託事業「先導的大学改革推進委託事業「超スマート社会における情報教育の在り方に関する調査研究」を行なった。
・大阪大学から再委託を受けて文科省の「大学入学者選抜改革推進委託事業「情報学的アプローチによる「情報科」大学入学者選抜に
おける評価手法の研究開発」を行った。

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円24,618,844

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円20,804,172

（３）（（１）−（２））の額 円3,814,672

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円24,618,844

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円20,804,172

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主に認定情報技術者制度の審査料減や受託事業収益減などにより400万円ほど減となった。支出は主に認定
情報技術者制度の海外旅費、委託費等各種経費や受託事業の会議費、海外旅費等各種経費減により460万円ほど減となり、60万円ほ
ど支出計画未達となった。

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。
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番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 1
什器備品（本部：パソコン）

円 円 円0 円1
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 2
什器備品（本部：サーバ、プリ
ンタ等機器） 円 円740,886 円182,795 円390,005

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 3
什器備品（本部：電話設備
等） 円 円 円0 円0

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 4
什器備品（本部：書庫、机等）

円 円 円4 円5
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 5
ソフト（本部）

円 円374,055 円114,886 円249,830
計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。
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事業番号 事業の内容

継2
情報分野の人材育成による情報処理の学術・技術の普及・振興（人材育成（教育活動））

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

特定資産運用益
特定資産受取利息 20,311円 20,311円

人材育成に使用する積立資産の受取利息であり、実
施事業収入とする。

事業収益
広告収益 175,000円 175,000円

人材育成関係の広告収入であり、実施事業収入とす
る。

事業収益
参加費収益 752,000円 752,000円

人材育成関係の講習会等の参加費収入であり、実施
事業収入とする。

事業収益
審査料・登録料収益 3,003,480円 3,003,480円

人材育成関係の審査・登録等の収入であり、実施事
業収入とする。

事業収益
受取国庫委託費 5,301,381円 5,301,381円

文科省からの受託事業であり、実施事業収入とする。

事業収益
受取民間委託費 10,902,000円 10,902,000円

大学からの受託事業およびアクレディテーションにつ
いて委託された請負業務収入であり、実施事業収入と
する。

受取寄付金
受取寄付金 650,000円 650,000円

人材育成関係の寄付金収入であり、実施事業収入と
する。

雑収益
雑収益 0円 0円

人材育成活動に関するその他の収入であり、実施事
業収入とする。

計 20,804,172円 20,804,172円

損益計算書の科目
（１）損益計算書の

費用の額
（２）公益目的支出

の額 （２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
24,618,844円 24,618,844円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 24,618,844円 24,618,844円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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事業番号 事業の内容

継3
特定分野に限らない成果発表および産学交流の場の提供による情報処理の学術・技術の普及・振興（学術講習会の開催）

事業の概要

研究会のような特定分野に限らない成果発表の場として、または産学交流の場として、次のような開催を行い、もって情報処理の学術・
技術の普及・振興を図っています。

■全国大会／FIT（情報科学技術フォーラム）
・産学交流の場として、全国大会を春と秋に開催しています。春は本会単独で全国大会として開催していますが、秋は連携関係のある電
子情報通信学会と共催でＦＩＴ（情報科学技術フォーラム）として開催しています。学生も多く参加し、それぞれ1000件程度の成果発表（一
般講演）のほか、プログラム委員会が企画する招待講演、パネル討論等も開催しています。予稿集は「全国大会論文集」「FIT論文集」と
して公開されています。
・いずれも一般講演は、短大・高専以上の学生のほか、大学・企業の研究者・技術者が中心です。講演者は、会員に限らず、予めエント
リーしたうえで発表できます。会員には講演参加費の割引の特典があります。
・また、聴講参加は、会員に限らず、情報処理に興味を持つ方々が参加可能ですが、大学所属の研究者、企業所属の研究者・技術者、
短大・高専以上の学生が主な参加者となっています。会員には参加費の割引等の特典があります。
・なお、全国大会で優れた発表を行った者を顕彰するため、全国大会奨励賞・優秀賞を設けています。大会奨励賞は大学学部卒業後10
年未満の者が対象で、大会優秀賞は年齢不問です。件数はいずれも大会毎に10名以内／大会、内容は賞状、賞牌、賞金1万円です。

■連続セミナー／短期集中セミナー／ソフトウェアジャパン／プログラミング・シンポジウム
・主に産業界向けに企業の技術者を対象として、年数回、時事性が高くかつ技術の先進性に富んだ内容をテーマに、その分野の第一線
で活躍している専門家を招いて開催しています。
・いずれも聴講参加は、会員に限らず、情報処理に興味を持つ方々が可能ですが、大学所属の研究者、企業所属の研究者・技術者、短
大・高専以上の学生が主な参加者となっています。会員には参加費の割引等の特典があります。

（1）連続セミナー
年度毎に、時代に即しかつ技術の先進性に富んだ内容を統一テーマとして設け、1～2か月ごとに当該統一テーマについて連続したセミ
ナーを開催しています。開催形態は、1日の開催が年6回です。

（2）短期集中セミナー
時事性が高く、社会的関心度の高いテーマを取り上げて1～2日間程度の短期集中のセミナーを産業界向けに適宜開催しています。

（3）ソフトウェアジャパン
ソフトウェアの技術者・管理者・経営者が一堂に会し、実務的な視点から研究開発と経験の交流を図り、ソフトウェア産業が直面する課題
と今後の展望を討議する場として、年に1回開催（1日開催）しています。

（4）プログラミングシンポジム
最先端のプログラミング研究者が研究成果を発表し、意見交換を行う場としてシンポジウムを年に3回開催（いずれも2日開催）していま
す。

■ITフォーラム
・8つのフォーラムがバーチャルな産学交流の場を設けて活動しています。産学交流のその成果は、前述のソフトウェアジャパンで発表し
ます。
・ITに関する課題を、学会、産業界などの方々がともに議論できる開かれたコミュニティとして、学会が運営するWebサイトに「IT FORUM」
のサイトを設けています。当該サイトに登録することにより、誰でも参加可能です。
・20年度現在、ホットなテーマについて、次の8フォーラムが活動しています。
（1）ITアーキテクト・CIOフォーラム
（2）Web2.0フォーラム
（3）サービスサイエンスフォーラム
（4）福祉情報システムフォーラム
（5）ユーザスタディフォーラム
（6）ITダイバーシティフォーラム
（7）イノベイティブ社会基盤フォーラム
（8）高度IT人材育成フォーラム

■その他、8支部が行う学術集会
他学会とも連携し、支部毎に、主に学生の発表の場としての学術集会（支部連合大会）を開催しています。支部連合大会の運営は、会場
費・講師謝金・旅費等の必要経費を関係学会で折半し、それを幹事学会が取り纏めて賄う形で行われます（費目は、幹事学会に支払う場
合は支払分担金として、本会が幹事学会として徴収する場合には分担金収益としています。）

■主な財源
・全国大会、FIT、連続セミナー、短期集中セミナー、プログラミングシンポジウムについては、参加費と当日の予稿集代が主な財源です。
・ソフトウェアジャパンについては広告収入が財源の一部ですが、これは、ソフトウェア技術者が参加できる場を学会が提供するという意
義を大切に思ってくれる賛助企業や大学が、予稿集やWebサイト等に広告することでご支援いただいているものです。また、ソフトウェア
ジャパン単体では赤字運営が実態です。

（1）全国大会
講演参加費：正会員10000円、学生会員6000円、一般非会員25000円、学生非会員15000円
聴講参加費：正会員3000円、一般非会員6000円、学生は会員非会員とも無料（論文集CD-ROM付の場合は5000円加算）
論文集代：全論文集・CD-ROM 43000円、分冊9000円、CD-ROM7000円

（2）FIT（情報科学技術フォーラム）
講演参加費：正会員10000円、学生会員6000円、一般非会員20000円、学生非会員12000円
聴講参加費（当日）：正会員8500円、一般非会員17000円、学生は会員非会員とも無料（論文集CD-ROM付の場合は5000円加算）
論文集代：全論文集・CD-ROM 57000円、分冊10000円、CD-ROM8000円

（3）連続セミナー
※以下は、当日のレジメを含む参加費
会 員： 6回分84,000円、3回分63,000円、1回分28,000円
非会員： 6回分105,000円、3回分78,750円、1回分35,000円
学生（会員非会員とも）： 6回分12,600円、3回分9,450円、1回分4,200円

（4）短期集中セミナー
※以下は、当日のレジメを含む参加費
正会員：10,000円、非会員：15,000円、学生： 3,000円

（5）ソフトウェアジャパン
ITフォーラム登録者（会員非会員とも）および学生は無料
これ以外は、当日のレジメを含めて5000円
その他広告収入

（6）プログラミングシンポジム
※以下は、ホテル（箱根ホテル小涌園）宿泊費および論文集を含む参加費
会 員：40000円～67000円（3人部屋、2人部屋、1人部屋による差額）
学生会員：一律17000円
非 会 員：46000円～73000円（3人部屋、2人部屋、1人部屋による差額）
非会員学生：一律23000円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項
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（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円90,488,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円69,587,000

事業の実施状況について

■全国大会／FIT（情報科学技術フォーラム）
（1）全国大会
第80全国大会を2018年3月13～15日に早稲田大学西早稲田キャンパスで開催した。本大会では，前回と同様に通常の一般セッション，
学生セッションに加えて大会招待講演企画，大会イベント企画，展示会などのイベントを開催し，「大会イベント企画限定聴講参加（参加
費無料）」の参加枠を設けた。
また，昨年に引き続き，ニコニコ動画によるメイン会場のライブ配信（来場者数：4.7万人）や，「IPSJ-ONE」，「IT情報系 キャリア研究セッ
ション」（参加者延110名，出展16社），託児所の設置，聴覚障害者向け情報保障（音声認識ツール，手話通訳）を行った。新たな取り組み
として2020年に小学校でのプログラミング教育必修化を検討していることを受けファシリテータ講習を開催した。講演件数は1,285件（一般
セッション216件，学生セッション1,069件），総参加者数は3,070名であった。

（2）FIT（情報科学技術フォーラム）
FIT2017（第16回情報科学技術フォーラム）を，2017年9月12～14日に東京大学 本郷キャンパスにおいて開催した。講演件数は469件，総
参加者数は1,505名であった。

■連続セミナー／短期集中セミナー／ソフトウェアジャパン／プログラミング・シンポジウム
（1）連続セミナー
「イノベーション最前線：2020年を超えて生き抜くための技術を探る」を全体テーマとし，年度内に全6回開催し，本会場（東京）延べ590
名，遠隔会場（大阪）延べ126名，（全体）延べ716名の多数の参加があった。

（2）短期集中セミナー
年度内に，次の短期集中セミナーを開催した。
・「ITガバナンスの国際規格（ISO/IEC 38500シリーズ）と今後の展開について～各国のITガバナンスの現状と国際標準の活用～」（6月）
参加者：109名
・「Exciting Coding! Junior 2017：スクラッチを使ってプログラミングを学ぼう！」
（9月）参加者：30組（60名）（小学校高学年向け）
・「ワークプロダクトレビューの技術とプロセス～レビュー技術・事例と標準化最新動向の紹介～」
（10月）参加者：56名
・「プライバシーフレンドリーな社会に向けて」（11月）参加者：41名

（3）ソフトウェアジャパン
「ITが変える社会・生活・仕事」を学術総合センター・一橋記念講堂にて開催した。
総参加者数643名（メインセッション217名，ITフォーラムセッション568名，重複含む）
スポンサー：6口，サポーター：25口，展示：1口，メディア展示：2口

（4）プログラミングシンポジム
年度内に3回（第59回プログラミング・シンポジウム，夏のプログラミング・シンポジウム2017，第50回情報科学若手の会）のシンポジウム
を開催した。

■ITフォーラム
6つのフォーラム（サービスサイエンスフォーラム、コンタクトセンターフォーラム、ビッグデータ活用実務フォーラム、CITPフォーラム、ユニ
バーサルデザイン協創フォーラム、勉強会フォーラム）で活動を行った。各フォーラムでは、前述ソフトウエアジャパンでのITフォーラム
セッション開催や年数回の会合を行った。

■その他
（1）AIプログラミングコンテスト
学生および若手技術者の育成を目的として，世界規模の対戦型プログラミングコンテスト「SamurAI Coding2017-18」を開催した。
147チームの参加があり、予選を勝ち抜いた国際:2チーム，国内:14チームの全16チーム20名で3月14日（第80回全国大会内）に決勝戦を
開催した。

（2）8支部が行う学術集会
8支部において次を中心に学術集会を開催した。

・情報処理北海道シンポジウム2017（10月7日、北大） 演題数47件、参加者数160名 ほか
・電気関係学会東北支部連合大会（8月24-25日、弘前大） 演題数242件、参加者数445名 ほか
・電気・電子・情報関係学会東海支部連合大会（9月7-8日、名大） 演題数448件、参加者数920名 ほか
・電気関係学会北陸支部連合大会（9月11日、富山大） 演題数245件、参加者数478名 ほか
・関西支部支部大会（9月25日、大阪大学中之島センター） 演題数99件、参加者数173名 ほか
・電気・情報関連学会中国支部連合大会（10月21日、岡山理大） 演題数240件、参加者数478名 ほか
・電気系学会四国支部連合大会（9月23日、愛媛大） 参加者数412名 ほか
・電気関係学会九州支部連合大会（9月27-28日、琉球大 ） 参加者数624名 ほか

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円81,935,841

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円62,596,277

（３）（（１）−（２））の額 円19,339,564

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円81,935,841

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円62,596,277

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主に大会や講習会等の参加収入・イベントの広告収入の減少などから700万円ほどの減となった。支出は会議
費・印刷費・委託費等各種経費削減により860万円ほどの減となり、160万円ほど支出計画未達となった。

（２）当該事業年度の実施状況

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。
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番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 1
什器備品（本部：パソコン）

円 円 円1 円1
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 2
什器備品（本部：サーバ、プリ
ンタ等機器） 円 円6,709,114 円1,338,681 円2,005,740

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 3
什器備品（本部：電話設備
等） 円 円 円0 円0

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 4
什器備品（本部：書庫、机等）

円 円 円25 円26
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 5
ソフト（本部）

円 円3,661,173 円841,355 円1,284,837
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 6
什器備品（本部：遠隔会議機
器） 円 円1,802,199 円931,136 円750,916

計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。
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事業番号 事業の内容

継3
特定分野に限らない成果発表および産学交流の場の提供による情報処理の学術・技術の普及・振興
（学術講習会の開催）

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

特定資産運用益
特定資産受取利息 22,682円 22,682円

学術講習会の開催に使用する積立資産の受取利息で
あり、実施事業収入とする。

事業収益
広告収益 12,569,624円 12,569,624円

学術講習会の予稿集・ポスター等に掲載される広告料
収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
参加費収益 49,404,025円 49,404,025円

学術講習会の参加費収入であり、実施事業収入とす
る。

事業収益
分担金収益 453,407円 453,407円

主として他学会と共同で開催する学術講習会（支部連
合大会）の分担金収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
抄録料収益 25,056円 25,056円

学術講習会の抄録料収入であり、実施事業収入とす
る。

受取補助金等
受取民間助成金 60,000円 60,000円

学術講習会への民間助成金収入であり、実施事業収
入とする。

受取寄付金
受取寄付金 53,700円 53,700円

学術講習会への寄付金であり、実施事業収入とする。

雑収益
受取利息 3円 3円

学術講習会に関する利息収入等であり、実施事業収
入とする。

雑収益
雑収益 7,780円 7,780円

学術講習会に関するその他の収入等であり、実施事
業収入とする。

計 62,596,277円 62,596,277円

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
費用の額

（２）公益目的支出
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
81,935,841円 81,935,841円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 81,935,841円 81,935,841円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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事業番号 事業の内容

継4
最新技術の解説を主とした会誌の刊行による情報処理の学術・技術の普及・振興（会誌の刊行）

事業の概要

情報処理の学術・技術の普及・振興を図るため、情報処理に関する各分野のトップレベルの方々（大学教授・独立行政法人・企業研究員
等）が、最先端技術を、関連分野の業界や学生に分かりやすく解説した内容を、月に1度、編集・刊行する本会の機関誌で、刊行タイトル
は「情報処理」です。

商業誌とは異なり、学会が編集することにより、専門的な中立性と正当性が保たれている刊行物です。
刊行形態は、次のように冊子体のほか、オンライン刊行も行っています。冊子体の月平均の発行部数は約22,000部（20年度現在）です。

購読は、情報処理に興味を持つ方々が購読可能ですが、大学所属の研究者、企業所属の研究者・技術者、短大・高専以上の学生が主
な購読者となっています。

刊行形態は冊子です。会員は、年会費（9600円）を納入することにより年間購読できます。また、大学等の図書館に対しては購読員制度
を設け、購読員費（13860円）の納入により年間購読可能としています。また非会員に対しても、有料（1680円／冊）で配布しています。

また、冊子以外にオンライン刊行も行っています。（Web上のオンデマンド出版サービスである「情報処理学会電子図書館（運営は
BookParkに委託）」で、記事の購読（ダウンロード）や別刷印刷に対応しています。）

1記事単位のダウンロード価格：会員は無料、非会員は630円
1記事単位の別刷印刷価格：会員は420円、非会員は735円

2年を経過した記事については、国立情報学研究所が運営する「CiNii（NII論文情報ナビゲータ）」で誰でもが無料で購読可能（オープンア
クセス）です。

［編集体制］
各分野の専門家からなる会誌編集委員会を組織し、企画・編集を行っています。
会誌編集委員会の委員は、主に会員から選ばれますが、本会が直接対象としないような専門分野（法律等）に対応するため非会員も若
干委員に加わっています。依頼原稿を原則としておりますが、投稿原稿（書評、会議報告、および解説の一部など）も受け付けています。

［主な財源］
頒布収入、および広告収入となります。

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円68,030,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円22,275,000

事業の実施状況について

▼会誌の刊行状況
第58巻5号から第59巻4号まで計12号を編集発行した。
記事総数400編、本文頁総数1,218頁、広告68頁。

各号の特集テーマ等は次の通りである。
※巻号 「特集テーマ」 記事数、本文頁数

・58巻5号「チューリング賞50周年によせて／博士課程進学のメリット・デメリット」 50編、115頁
・58巻6号「ちょっと変わったプログラミング教室－プログラミングで絵， 音， 3D物体を描こう， 動かそう－」 19編、95頁
・58巻7号「人流シミュレーション／「ロボットは東大に入れるか」という企て」 32編、107頁
・58巻8号「ソフトウェア工学の最前線～ソフトウェアが社会のすべてを定義する時代～」 39編、105頁
・58巻9号「農業ICT－IoT・ビッグデータ・AI 活用で農業を成長産業へ－」 60編、101頁
・58巻10号「情報教育とワークショップ」 20編、81頁
・58巻11号「IoT時代のセーフティとセキュリティ－日本の産業競争力の強化に向けて－／ACM チューリング賞50周年記念大会／プログ
ラミング・エクスペリエンスの新潮流－言語設計から産業応用まで－」 27編、107頁
・58巻12号「ディジタルゲリマンダとは何か－選挙区割策略からフェイクニュースまで－／ファイルシステムとストレージ」 20編、107頁
・59巻1号「私たちの未来／脳情報科学が拓くAIとICT」 35編、109頁
・59巻2号「スマホプログラミング／進化し続けるコンピュータ将棋」 22編、107頁
・59巻3号「LSIの配線問題－DAシンポジウムの配線問題解法コンテスト－」 24編、93頁
・59巻4号「私のターニングポイント－私はこれでキャリアを決めました－／情報社会－今そこにある課題－」 52編、91頁

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円66,139,544

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円20,025,508

（３）（（１）−（２））の額 円46,114,036

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円66,139,544

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円20,025,508

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主に広告収入等の減少などから220万円ほどの減となった。支出は主に臨時雇賃金、印刷費等経費削減により
190万円ほどの経費減となり、40万円ほどの支出計画過達となった。

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項

（２）当該事業年度の実施状況

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。
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番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 1
什器備品（本部：パソコン）

円 円 円0 円0
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 2
什器備品（本部：サーバ、プリ
ンタ等機器） 円 円5,430,211 円774,380 円997,558

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 3
什器備品（本部：電話設備
等） 円 円 円0 円0

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 4
什器備品（本部：書庫、机等）

円 円 円15 円13
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 5
ソフトウェア（本部）

円 円2,237,368 円486,694 円639,016
計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。
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事業番号 事業の内容

継4
最新技術の解説を主とした会誌の刊行による情報処理の学術・技術の普及・振興（会誌の刊行）

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

事業収益
頒布収益 6,213,036円 6,213,036円

会誌の頒布収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
掲載料収益 1,318,600円 1,318,600円

会誌の別刷収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
広告収益 12,493,440円 12,493,440円

会誌の広告収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
抄録料収益 432円 432円

会誌の抄録料収入であり、実施事業収入とする。

計 20,025,508円 20,025,508円

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
費用の額

（２）公益目的支出
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
66,139,544円 66,139,544円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 66,139,544円 66,139,544円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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事業番号 事業の内容

継5
論文誌および情報処理に関する専門誌の刊行、歴史的技術の無料公開、用語解説の無料公開等による情報処理の学術・
技術の普及・振興（論文誌、学術図書等の刊行）

事業の概要

学会が持つ情報処理に関する高い専門性と知見を活用して、最先端技術論文等を刊行し、もって学術・技術の振興を図っています。

■論文誌
・情報処理に関する最新成果の未発表論文を、各分野のトップレベルの方々による査読を経て、編集、刊行しています。

・刊行形態はオンライン刊行のみです。（Web上のオンデマンド出版サービスである「情報処理学会電子図書館（運営はBookParkに委
託）」で、論文の購読（ダウンロード）や別刷印刷に対応）2年を経過した論文については、国立情報学研究所が運営する「CiNii（NII論文情
報ナビゲータ）」で誰でもが無料で購読可能（オープンアクセス）です。

（1）ジャーナル：「情報処理学会論文誌」（英名 IPSJ Journal）
情報分野全般を対象とする基幹的論文誌です。20年度現在、ジャーナルの年間購読登録数は約4,000件です。
このうち英文論文については「Journal of Information Processing (JIP)」として、(独)科学技術振興機構（JST）が運用する電子ジャーナル
の無料公開サイト（J-Stage）に掲載し、速やかに誰でもが無料で購読可能（オープンアクセス）です。

（2）トランザクション：「情報処理学会論文誌 [サブタイトル]」（英名 IPSJ Transactions on [subtitle]）
情報に関する特定分野を対象とする論文誌です。20年度現在、8誌のトランザクションが刊行され、年間購読登録数は各誌毎に約200～
1500件です。

・投稿者は、主に情報処理の学術・技術に携わる方々（学生を含む）です。投稿資格は、一定レベルの専門性を有する方々を対象とする
ため、共著者の1名以上は会員であること等の条件を設けつつ、非会員からの投稿の場合は、本会の専門性が一層向上するよう入会し
て本会活動に参加いただくことをお勧めしています。

・編集体制は、各分野の専門家からなる論文誌編集委員会を組織し企画・編集を行い、厳格な査読プロセス（ダブルブラインドによるピア
レビュー（※注）を採用しています。
（※注）ピアレビュー（peer review）…専門的な知識を有する同業者・同僚によって行われる審査（査読）

ダブルブラインドレビュー…著者と査読者とがお互いに相手の名前を知らない状態で行われる査読方法

・購読対象は、主に情報処理の学術・技術に携わる方々（学生を含む）です。（購読費体系は後述）

・論文賞
論文誌に掲載された論文のうちから、特に優れた論文を、論文賞選定委員会で選定し、表彰しています。件数は、対象となる論文の

1/50、内容は賞状・賞牌・賞金5万円です。

■その他、専門誌の刊行、用語解説等の無料公開
［専門誌の刊行］
・情報処理に関する各分野のトップレベルの方々による専門誌を編集・刊行しています。

（1）ITテキストシリーズ（冊子）
本会が対象とする情報学・情報処理の科学技術の全般について、学会が策定した「情報専門学科におけるカリキュラム標準J07」に基づ
き、知識項目を整理体系化するとともに、専門家育成教育の講義モデルを、具体的に大学教科書（学部1,2年の学生向け）の「シリーズ」
という形で提示したものです。全国の情報系大学で大学レベルのテキストとして採用されています。
（直近の刊行）

20年9月25日 情報倫理： 2,000部、2,800円
20年11月20日 Java/UMLによるアプリケーション開発： 2,000部、2,600円
20年11月25日 Javaオブジェクト指向プログラミング： 2,000部、2,800円

（2）英文図書「Advanced Information Technology」シリーズ（冊子）
情報技術の基礎研究に関する成果を2年に1度程度の頻度で取り纏め、海外に向けて公表しています。（海外の図書館に購入され、図書
館を利用する研究者・技術者に成果情報が伝わることを想定）
（直近の刊行）

20年8月15日 Broadband Internet Deployment in Japan： 300部、9,975円

（3）日本のコンピュータの歴史（冊子）
数年に1度の編集・刊行を行っています。（研究者・技術者のほか、コンピュータの歴史に興味を持つ者を想定）
（刊行予定）

22年10月 日本のコンピュータの歴史（1981年～2000年）： 1,500部程度

［用語解説等の無料公開］
（4）コンピュータ博物館
Web上でバーチャルなコンピュータ博物館（オープンアクセス）を開設し、コンピュータと情報処理に関する我が国の歴史的に重要な基幹
技術と成果を公開しています。（研究者・技術者・学生のほか、コンピュータの歴史に興味を持つ者を想定）
解説文掲載：753件、写真掲載：1,171件（2008年5月現在）、アクセス数：約6万件／月

（5）次世代情報処理ハンドブック
Web上で情報処理関係の用語解説辞典を構築中です。国立情報学研究所が運営する「総合学術オントロジー（仮称）」に掲載し、オープ
ンアクセスとする予定です。（大学の研究者、企業の研究者・技術者、短大・高専以上の学生を想定）

［専門誌等の編集体制］
(1)～(5)とも、それぞれ専門家による委員会を設けています。
委員は、主に会員から選ばれますが、本会が直接対象としないような専門分野（法律等）に対応するため非会員も若干委員に加わってい
ます。

■主な財源
・論文誌…論文著者からの論文掲載料・購読員が納入する購読費・別刷印刷費
（1）論文掲載料
ジャーナル：8頁まで13,650円／頁、9頁以降23,625円／頁（但し、英文論文は、8頁まで12,180円／頁、9頁以降18,900円／頁）
トランザクション：一律13,650円／頁（但し、英文論文については、一律12,180円／頁）

（2）購読費
会員(年間購読登録者) 購読員制度(図書館) その他(1論文単位でダウンロード)

ジャーナル 年5,250円 年15,330円 会員は@315円、非会員は@630円
トランザクション 無料（研究会登録者） 年20,580円 会員は@315円、非会員は@630円

（3）別刷印刷費（1論文1部単位、ジャーナル・トランザクション共通） 会員は@420円、非会員は@735円

・その他専門誌…頒布収入

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円111,443,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円100,550,000

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項

（２）当該事業年度の実施状況
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事業の実施状況について
■論文誌
（1）論文誌ジャーナル「情報処理学会論文誌 （英名 IPSJ Journal）」
第58巻4号から第59巻3号まで計12号を編集発行した。
論文総数214編、頁総数2,443頁、購読数2,930件。

（2）「Journal of Information Processing (JIP)」
期間中、第25巻（2017年4月）から第26巻（2018年3月）を編集発行した。
論文総数109編、頁総数1,020頁。無料購読可。

（3）論文誌トランザクション「情報処理学会論文誌 [サブタイトル] （英名 IPSJ Transactions on [subtitle]）」
期間中に、10誌、計42号を編集発行した。
購読数は各誌毎に約200～1500件。
各誌の状況は次の通りである。
※トランザクション名 発行回数、論文数、頁数
・プログラミング：5回発行、14編、97頁
・数理モデル化と応用：3回発行、19編、192頁
・データベース：3回発行、23編、175頁 ※DBS、IFAT 合同
・コンピューティングシステム：4回発行、6編、49頁 ※ARC、OS、HPC、PRO合同
・コンシューマ・デバイス＆システム：3回発行、20編、206頁
・デジタルコンテンツ：2回発行、6編、56頁
・教育とコンピュータ：3回発行、18編、197頁 ※CE、CLE合同
・Bioinformatics：1回発行、5編、59頁
・System LSI Design Methodology：2回発行、2編、20頁
・Computer Vision and Applications：16回発行、17編、226頁

（4）「情報処理学会デジタルプラクティス」
トランザクションの一環であるが、特に、実務に携わる方々の研究成果等を紹介することを目的に、2010年2月に創刊されている。
刊行形態は、冊子体を今年度で廃止し次年度からはオンライン版のみでの刊行となる。学会Webサイトから無料で購読可能となってい
る。
期間中、第8巻2号から第9巻1号まで計4号（論文40編）を編集発行した。
各号の特集テーマは次の通りである。
※巻号 「特集テーマ」
・8巻2号 「社会に浸透する画像認識」
・8巻3号 「IoTシステムと組込み技術」
・8巻4号 「デザイン・アートとICTの融合によるサービスのイノベーション」
・9巻1号 「オープンデータを活用した新しい社会」

（5）表彰
各賞の受賞数は次の通りであった。
・論文賞：4件18名
・Journal of Information Processing Outstanding Paper Award：1件2名
・情報処理学会論文誌データベース 優秀論文賞：1件7名
・デジタルプラクティス論文賞：1件5名

■その他、専門誌の刊行
（1）ITテキストシリーズ
期間内に20誌（9,439部）の増刷をした。

（注）英文図書「Advanced Information Technology」シリーズは、英文論文誌（JIP）の発行を受けて、2010年6月に編集委員会を解散し、発
行を終了した。

（2）日本のコンピュータの歴史
期間内の刊行はなかった。

（3）その他出版（新刊）
期間内に「IT研究者のひらめき本棚 ビブリオ・トーク:私のオススメ（1版1刷）」を刊行した。

■用語解説等の無料公開内容
（1）コンピュータ博物館
学会が運営するWeb上の「コンピュータ博物館」からオープンアクセスを継続している。

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円112,358,674

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円102,809,295

（３）（（１）−（２））の額 円9,549,379

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円112,358,674

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円102,809,295

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主に投稿論文ページ数増による掲載・別刷料収益増などから220万円ほどの増となった。支出は主に印刷費等
経費増により90万円ほどの経費増となり、130万円ほどの支出計画未達となった。

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。
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番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 1
什器備品（本部：パソコン）

円0 円 円0 円0
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 2
什器備品（本部：サーバ、プリ
ンタ等機器） 円 円12,931,429 円2,600,972 円3,550,212

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 3
什器備品（本部：電話設備
等） 円 円 円0 円0

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 4
什器備品（本部：書庫、机等）

円 円 円24 円24
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 5
ソフトウェア（本部）

円 円9,597,882 円1,634,697 円2,274,195
計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。

21



事業番号 事業の内容

継5
論文誌および情報処理に関する専門誌の刊行、歴史的技術の無料公開、用語解説の無料公開等に
よる情報処理の学術・技術の普及・振興（論文誌、学術図書等の刊行）

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

特定資産運用益
特定資産受取利息 68,763円 68,763円

論文誌・学術刊行物に使用する積立資産の受取利息
であり、実施事業収入とする。

事業収益
頒布収益 37,974,623円 37,974,623円

論文誌の購読収入、および専門誌の頒布収入であ
り、実施事業収入とする。

事業収益
掲載料収益 64,416,206円 64,416,206円

論文誌の掲載料収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
分担金収益 56,160円 56,160円

他学会との共同論文誌の分担金収入であり、実施事
業収入とする。

事業収益
抄録料,著作権使用料

等収益
293,543円 293,543円

論文誌の抄録料、および刊行物の著作権使用料等の
収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
雑収益 0円 0円

論文誌のその他の収入等であり、実施事業収入とす
る。

計 102,809,295円 102,809,295円

損益計算書の科目
（１）損益計算書の

費用の額
（２）公益目的支出

の額 （２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
112,358,674円 112,358,674円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 112,358,674円 112,358,674円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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事業番号 事業の内容

継6
情報処理関連技術の標準化の推進による情報処理の学術・技術の普及・振興（標準化活動）

事業の概要

学会が有する専門的知見を活用し、情報処理関連技術の国際的な標準化を推進し、標準化がもたらす国益に貢献するとともに、学術・
技術の振興を図っています。

日本工業標準調査会から国内での情報技術国際標準化業務の委託をうけて、国際規格原案作成、 JIS（JapaneseIndustrial Standards：
日本工業規格）の原案作成等を行っています。
また、ISO（国際標準化機構）、IEC（国際電気標準会議）が設立したJTC1(Joint Technical Committee 1)のメンバとして、情報技術分野に
関する国際標準の開発に参加するとともに、JISと国際標準との整合化にも参加しています。

活動状況は「情報技術標準」で報告しています。

本事業の一部は、次の補助金、委託費により行われています（いずれも19年度実績）。

［主な補助金］
（1）名称：ISO/IEC 国際会議派遣費補助 交付者：財団法人 日本規格協会 補助金額：2,606千円
（2）名称：重点TC 国際会議派遣費補助 交付者：財団法人 日本規格協会 補助金額：6,818千円
（3）その他、国際会議開催のためのコンベンション等からの補助 補助金額：計320千円

［委託費］
（1）名称：工業標準化推進調査等委託「汎用電子情報交換環境整備プログラム」 交付者：経済産業省 委託金額：1,199千円
（2）名称：工業標準化推進調査等再委託「メタモデルの相互運用枠組みに関する国際規格の共同開発」 交付者：株式会社 三菱総合
研究所 委託金額：4,000千円
（3）名称：JIS原案作成委託 交付者：財団法人 日本規格協会 委託金額：808千円
（4）名称：幹事国業務委託 交付者：財団法人 日本規格協会 委託金額：10,543千円

［主な財源］
標準化活動に参画・推進する規格賛助員からの収入、および上記の補助金、委託費です。

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円107,971,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円107,358,000

事業の実施状況について

日本工業標準調査会から国内での情報技術国際標準化業務の委託をうけて、国際規格原案作成、 JISの原案作成等を行った。

また、JTC1（Joint Technical Committee 1）のメンバとして、情報技術分野に関する国際標準の開発・整合化に参加した。

事業の一部は、次の補助金、委託費により行われた。
（1）補助金
・名称：平成29年度 情報技術分野の標準化・規格化の推進に関する補助事業 交付者：公益財団法人JKA 補助金額：2,391千円
・名称：国際幹事等国際会議派遣事業 交付者：株式会社 三菱総合研究所 補助金額：2,907円
・名称：島根県コンベンション開催支援事業費補助金/松江市コンベンション開催支援補助金 交付者：松江コンベンションビューロ 補助
金額：170千円
・名称：岡山補助金/おかやま観光コンベンション協会コンベンション開催事業補助金 交付者：おかやま観光コンベンション協会 補助金
額：2,700千円
・名称：岡山市助成金/岡山県助成金/郷土芸能アトラクション助成金 交付者：おかやま観光コンベンション協会 補助金額：1,175千円
・名称：コンベンション開催支援補助金 交付者：高松観光コンベンション・ビューロー 補助金額：1,202千円
・名称：コンベンション開催支援補助金 交付者：高松観光コンベンション・ビューロー 補助金額：440千円
・名称：日本開催国際会議支援 交付者：日本規格協会 補助金額：100千円

（2）委託費
・名称：平成29年度工業標準化推進事業委託費「IoT軽量暗号化」 交付者：一般財団法人日本規格協会 委託金額：1,775千円
・名称：平成29年度工業標準化推進事業委託費「IoTセキュリティガイドライン」 交付者：三菱総合研究所 委託金額：2,484千円
・名称：平成29年度工業標準化推進事業委託費「IoTユースケース分析と相互接続」 交付者：三菱総合研究所 委託金額：394千円
・名称：平成29年JIS開発事業「システム及びソフトウェアの品質要求及び評価（SQuaRE）－利用時の品質の測定 SC7/WG6」 交付者：
一般財団法人 日本規格協会 委託金額：300千円
・名称：平成29年JIS開発事業「プロセスアセスメント－プロセス能力のアセスメントに対するプロセス測定フレームワーク SC7/WG10」
交付者：一般財団法人 日本規格協会 委託金額：400千円
・名称：平成29年JIS開発事業「IT資産管理－第１部：IT資産管理 SC7/WG21」 交付者：一般財団法人 日本規格協会 委託金額：260
千円
・名称：平成29年JIS開発事業「クラウドコンピューティング - サービスレベル合意書（SLA）の枠組 -パート１：概要と概念 SC38」 交付
者：一般財団法人 日本規格協会 委託金額：280千円

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円106,736,150

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円112,163,430

（３）（（１）−（２））の額 円-5,427,280

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円106,736,150

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項

（２）当該事業年度の実施状況
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（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円112,163,430

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主に規格賛助員会費収入や受取補助金増などから480万円ほどの増となった。支出は主に国際会議派遣費、
幹事国経費などの削減により120万円ほどの減となり、600万円ほどの支出計画未達成となった。

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。

24



番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 6
什器備品 （規格：パソコン）

円 円 円3 円0
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 7
什器備品 （規格：サーバ、プ
リンタ等機器） 円 円1,369,008 円804,162 円530,358

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 8
什器備品 （規格：電話設備
等） 円 円525,000 円6,256 円1

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 9
什器備品 （規格：書庫、机
等） 円 円 円1 円1

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 10
ソフトウェア（規格）

円 円22,468,440 円9,585,668 円5,091,980
計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。

25



事業番号 事業の内容

継6
情報処理関連技術の標準化の推進による情報処理の学術・技術の普及・振興（標準化活動）

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

特定資産運用益
特定資産受取利息 19,577円 19,577円

標準化に関する積立資産の受取利息であり、実施事
業収入とする。

事業収益
頒布収益 915,805円 915,805円

JIS規格の印税収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
参加費収益 1,049,000円 1,049,000円

標準化関係の国際会議、セミナー等に関する参加費
収入であり、実施事業収入とする。

事業収益
規格賛助員費収益 92,650,000円 92,650,000円

標準化活動に参画・推進する規格賛助員の収入であ
り、実施事業収入とする。

事業収益
受取民間委託費 5,893,986円 5,893,986円

標準化について日本規格協会等から委託された請負
業務収入であり、実施事業収入とする。

受取補助金等
受取民間補助金 11,084,998円 11,084,998円

標準化に関する国際会議等への民間補助金収入であ
り、実施事業収入とする。

雑収益
受取利息 550,064円 550,064円

標準化に関する利息収入等であり、実施事業収入と
する。

計 112,163,430円 112,163,430円

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
費用の額

（２）公益目的支出
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
106,736,150円 106,736,150円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 106,736,150円 106,736,150円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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事業番号 事業の内容

継7
海外学協会との連絡・連携、および情報交換の場の提供等による情報処理の学術・技術の普及・振興（国際活動）

事業の概要

国際レベルでの情報処理技術の専門性の向上を目指し、各国のコンピュータ関係学協会との連携や、国際会議の開催等を行い、もって
学術・技術の振興を図っています。

■各国のコンピュータ関係学協会との連携
（1）情報処理国際連合（International Federation for InformationProcessing（IFIP））への加盟
日本を代表してIFIPの創設（1960年）から加盟し、IFIP総会や技術委員会等に委員を派遣しています。

（2）アメリカ電気電子学会（Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc.（IEEE））との連携
所属会員の会費や刊行物の相互割引、会誌の相互寄贈、資格制度等に関する情報交換を行っています。また、IEEEのコンピュータソ
サィエティィ（IEEE-Computer Society（IEEE-CS））とは分野の関連が強く、各種国際会議を共催して開催しています。

（3）アメリカコンピュータ学会（Association for Computing Machinery（ACM））との連携
所属会員の会費や刊行物の相互割引、会誌の相互寄贈等をはじめ、各種国際会議を共催して開催しています。

（4）韓国情報科学会（The Korean Institute of Information Scientists and Engineers（KIISE））との連携
会誌の相互寄贈や、会長の相互招待講演等を行っています。

■国際会議の開催
国際会議の参加者対象は、会員に限らず、情報処理に興味を持つ方々が参加可能ですが、大学所属の研究者、企業所属の研究者・技
術者、短大・高専以上の学生が主な参加者となっています。会員には参加費の割引等の特典があります。

20年度中の国際会議の開催は次の通りです。
（1）第4回モバイルコンピューティングとユビキタスネットワークに関する国際会議
The 4th International Conference on Mobile Computing and Ubiquitous Networking（ICMU2008）
開催日：20年6月11日～13日、場所：日本科学未来館、参加者：56名（内海外参加：10名）

（2）2008年インターネット応用国際会議
The 2008 Symposium on Applications and the Internet（SAINT2008）
開催日：20年7月28日～8月1日、場所：フィンランド、参加者：156名（参加20カ国）
共催：IEEE-Computer Society（IEEE-CS）

（3）第4回コラボレーション技術に関する国際会議
4nd International Conference on Collaboration Technologies（CollabTech 2008）
開催日：20年8月30日～31日、場所：和歌山ビッグ愛、参加者：67名（内海外：9カ国17名）

（4）セキュリティ国際ワークショップ
International Workshop on Security（IWSEC2008）
開催日：20年11月25日～27日、場所：かがわ国際会議場、参加者：72名（内海外：10カ国20名）
共催：電子情報通信学会

（5）アジア南太平洋設計自動化会議2009
Asia and South Pacific Design Automation Conference 2009（ASP-DAC2009）
開催日：21年1月19日～22日、場所：パシフィコ横浜、参加者：531名（内海外：18カ国190名）
共催：IEEE-Computer Society（IEEE-CS）、Association for Computing Machinery（ACM）、電子情報通信学会

（6）自律分散システムに関する国際シンポジウム
International Symposium on Autonomous Decentralized Systems（ISADS2009）
開催日：21年3月23日～25日、場所：アテネ、参加者：（未報告）
共催：IEEE-Computer Society（IEEE-CS）、電子情報通信学会

■主な財源
国際会議の参加費が主な財源です。

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 円2,258,000

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 円750,000

事業の実施状況について

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業（継続事業）の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

（１）計画記載事項

（２）当該事業年度の実施状況
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■各国のコンピュータ関係学協会との連携
（1）情報処理国際連合（International Federation for InformationProcessing（IFIP））への加盟・連携
・ IFIP日本代表，各TC日本代表の総会General Assembly（GA）・理事会Councilへの参加
IFIP総会（9月10日～13日，コロンボ（スリランカ））に村山IFIP 日本代表(兼IFIP Vice President)が参加した。
・ 各TC日本代表がTC-meetingへ参加した。会誌（3月号）への活動報告，会議レポートの掲載のほか，メールニュース，Web を利用した
情報発信を行った。
・ International Professional Practice Partnership（IFIP IP3）への参画（IP3は2015年10月に正式にIFIPの組織と承認された）

（2）IEEE-Computer Societyとの連携・協力
・ 2017年7月4日～8日にイタリア トリノ市にて開催されたThe 41st Annual International Computer Software & Applications Conference
（COMPSAC2017）への技術協力を行った。
・ 2018年3月 第80回全国大会においてIEEE-CS 会長 Hironori Kasahara氏を招聘し招待講演を行った。また，この機会にIEEE-CSと当学
会の情報交換を行った。

演題「Future of High-Performance Low Power Multicore Computing」
・ 2017年6月にフェニックスで開催されたIEEE-CS BoG meetingに当会副会長が参加した。
・ 姉妹学会MOUを継続し，会員向けの連携サービスを継続。
・ IEEE-CSと本会とのJoint Awardとして，「IPSJ/IEEE-CS Young Computer Researcher Award」3名の受賞者を決定した。授与式は次年
度のCOMPSAC2018（2018年7月23日～27日，NII）を予定している。

(3) 海外学協会との連携・協力
・ China Computer Federation（CCF）とKorean Institute of Information Scientists and Engineers（KIISE）との連携・協力
・10月に中国，12月に韓国，3月に東京にて3学会によるCJK Meetingを行い交流を深めた。
・10月のCCFの年次大会に参加し，本会からは開会式の来賓挨拶を行い，CJK技術フォーラムへ参加した。
・12月のKIISEの年次大会に本会から副会長が出席し招待講演を行った。
・第80回全国大会において，CCF Executive member of the council Shi-Min Hu 氏を招聘し招待講演を行った。
演題「Intelligent Processing of Visual media and its applications」
・第80回全国大会において，KIISE 会長 Young Ik Eom 氏を招聘し招待講演を行った。
演題「System Software Trends on NVM Technologies」
・ 他の海外学会との協力関係の継続
第80回全国大会において，招待講演としてACM会長Vicki L Hanson氏のビデオメッセージを放映した。また，以下の海外学会との協力関
係を継続するとともに，アジアの関連学会とは中長期的な交流に向けて意見交換や相互訪問を行った。
・Institute of Electrical and Electronics Engineers（IEEE）
・Association for Computing Machinery（ACM）
・Computer Society of India（CSI）
・The International Association for Pattern Recognition（IAPR）活動への参加

■国際会議の開催
今期中の国際会議の開催は次の通りである。
・The 12th International Workshop on Security（IWSEC2017）
会期：2017年8月30日-9月1日、会場：日本（広島）
・The 10th International Conference on Mobile Computing and Ubiquitous Networking
（ICMU2017） 会期：2017年10月3日-5日、会場：日本（富山）
・International Conference on High Performance Computing in Asia Pacific Region
（HPCAsia2018） 会期：2018年1月29日-31日、会場：日本（東京）

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 円2,563,043

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 円1,419,308

（３）（（１）−（２））の額 円1,143,735

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 円2,563,043

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 円1,419,308

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由 注

対計画について、収入は主に開催された国際会議収入が70万円ほどの増となった。支出は主に海外旅費等経費増により30万円ほどの
増となり、40万円ほどの支出計画未達成となった。

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。
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番号 注 資産の名称
時価評価資産の
算定日の時価

移行後に取得した
場合の取得価額

前事業年度末日の
帳簿価額

当該事業年度末日の
帳簿価額

使用の状況

ａ 1
什器備品（本部：パソコン）

円 円 円0 円0
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 2
什器備品（本部：サーバ、プリ
ンタ等機器） 円 円270,267 円31,830 円50,532

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 3
什器備品（本部：電話設備
等） 円 円 円0 円0

計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 4
什器備品（本部：書庫、机等）

円 円 円1 円1
計画どおり引き続き当該事業で使用

ａ 5
ソフト（本部）

円 円69,269 円20,005 円32,369
計画どおり引き続き当該事業で使用

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕
【実施事業（継続事業）の状況等】

（３）実施事業資産の状況等 （事業単位ごとに作成してください。）

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。
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事業番号 事業の内容

継7
海外学協会との連絡・連携、および情報交換の場の提供等による情報処理の学術・技術の普及・振
興（国際活動）

損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

事業収益
国際会議収益 1,419,308円 1,419,308円

国際会議収支差額の受入であり、実施事業収入とす
る。

計 1,419,308円 1,419,308円

損益計算書の科目
（１）損益計算書の

費用の額
（２）公益目的支出

の額 （２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
2,563,043円 2,563,043円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 2,563,043円 2,563,043円

(2)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業(継続事業)の状況等】 （事業単位ごとに作成してください。）

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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損益計算書の科目 （１）損益計算書の
収益の額

（２）実施事業収入
の額

（２）の額の算定に当たっての考え方 注

特定資産運用益
特定資産受取利 25,143円 25,143円

共通に使用する積立資産の受取利息であり、実施事
業収入とする。

計 25,143円 25,143円

損益計算書の科目
（１）損益計算書の

費用の額
（２）公益目的支出

の額 （２）の額の算定に当たっての考え方 注

その他
12,634,453円 12,634,453円

異なる費用科目は無いため、左記は同額である。

計 12,634,453円 12,634,453円

【実施事業収入の額の算定について】

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

【公益目的支出の額の算定について】

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を
記載してください。

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。

(4)〔公益目的支出計画実施報告書〕

【実施事業等会計で「共通」に区分された収益・費用について】

損益計算書の「実施事業等会計」において「共通」の会計区分を設けている場合、その収益・費用について記載してください。

「共通」の会計区分を設けていない場合は、本表の作成は不要です。

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。
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変更の内容及び公益目的支出計画の実施に対する影響等 注１

該当無し

実施内容（計画の変更内容）及び公益目的支出計画の実施に対する影響等 注２

該当無し

別表A〔公益目的支出計画実施報告書〕

【公益目的支出計画実施期間中の収支の見込みについて】

（１）その他の主要な事業について

注１：その他の主要な事業として、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」に記載した事業のうち、その事業の
内容や実施方法に変更があった場合に、事業番号、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画の実施に対する
影響を記載してください。
また、新たにその他の主要な事業を開始した場合は、その旨、当該事業の概要及び公益目的支出計画の実施に対
する影響を記載してください。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨入力してください。

（２）資産の取得や処分、借入について

注２：「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載した多額の借入や施設の更新、高額財産の取得・
処分等の活動を実施した場合は、公益目的支出計画に与えた影響を記載してください。また、「公益目的支出計画実施
期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもののうち、計画内容に変更があった場合に、変更の内容、その理由及

び
公益目的支出計画に対する影響を記載してください。
また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもの以外で、法人全体の財務に大きな影
響を与える活動を新たに予定する場合は、その内容、理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。
なお特に記載すべき内容がない場合はその旨入力してください。
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番号

引当金の名称 目的 事業番号

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

1

賞与引当金 職員の賞与の支出に充当するため 共通

円18,600,000 円17,400,000 円18,600,000 円 円17,400,000

2

退職給付引当金 職員の退職給付に備えるため 共通

円65,280,950 円3,822,560 円1,764,850 円 円67,338,660

5

貸倒引当金 債権の貸し倒れによる損失に備えるため 継1～7

円500,000 円800,000 円500,000 円 円800,000

番号

引当金の名称 目的

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

円 円 円 円 円

番号

財産の名称 目的

期首の価額 当期増加額
当期減少額

期末の価額
目的使用 その他

円 円 円 円 円

別表B〔公益目的支出計画実施報告書〕

【引当金等の明細】

（１）実施事業に係る引当金

（２）（１）以外の引当金のうち、算定日において計上していたもの

（３）「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの 注

注：算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合については、
当該未処理額は記載不要です。なお特に記載すべき内容がない場合は空欄のまま「登録」ボタンをクリックしてください。
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